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貸借対照表 

 

貸 借 対 照 表 
       （平成 29 年３月 31 日現在） 

 

科     目   金  額 科     目   金  額 

 百万円  百万円 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 36,051 流 動 負 債 16,595

現 金 及 び 預 金 3,873 支 払 手 形 14

受 取 手 形 1,499 買 掛 金 7,598

売 掛 金 15,691 短 期 借 入 金 1,033

商 品 及 び 製 品 8,840 未 払 金 4,260

仕 掛 品 160 未 払 費 用 1,505

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,160 リ ー ス 債 務 219

前 払 費 用 196 未 払 法 人 税 等 571

繰 延 税 金 資 産 831 賞 与 引 当 金 1,256

短 期 貸 付 金 100 役 員 賞 与 引 当 金 60

そ の 他 701 そ の 他 79

    

固 定 資 産 60,399   

有 形 固 定 資 産 39,924 固 定 負 債 6,550

建 物 20,519 退 職 給 付 引 当 金 5,110

構 築 物 10,564 リ ー ス 債 務  1,082

機 械 装 置 81,340 長 期 預 り 保 証 金 359

車 両 運 搬 具 425   

工 具 器 具 備 品 8,118   

土 地 3,551   

リ ー ス 資 産  768   

建 設 仮 勘 定  7,669 負 債 合 計 23,146 

減 価 償 却 累 計 額 △ 93,029   

無 形 固 定 資 産 247   

特 許 権 4 （純資産の部）  

ソ フ ト ウ エ ア 142 株 主 資 本 72,609

施 設 利 用 権  19 資 本 金 17,990

そ の 他 83 資 本 剰 余 金 13,879

  資 本 準 備 金  13,879

投 資 そ の 他 の 資 産 20,228 利 益 剰 余 金 40,740

投 資 有 価 証 券 1,729 利 益 準 備 金 1,072

関 係 会 社 株 式 16,404 そ の 他 利 益 剰 余 金 39,668

関 係 会 社 出 資 金 72 固定資産圧縮積立金 340

長 期 貸 付 金 12 別 途 積 立 金 29,580

長 期 前 払 費 用 262 繰 越 利 益 剰 余 金 9,748

繰 延 税 金 資 産 1,490   

差 入 保 証 金 165 評 価 ・ 換 算 差 額 等 696

そ の 他 124 その他有価証券評価差額金 696

貸 倒 引 当 金 △ 30 純 資 産 合 計 73,305

資 産 合 計 96,450 負 債 純 資 産 合 計 96,450
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損益計算書 

 

  損 益 計 算 書 

（平成
平成

28
29

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで） 

 

科         目 金        額 

 百万円 百万円 

売 上 高  59,672 

売 上 原 価  37,983 

売 上 総 利 益  21,689 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  12,451 

営 業 利 益  9,238 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,447  

そ の 他 212 1,659 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 16  

為 替 差 損 189  

そ の 他 86 291 

経 常 利 益  10,606 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 0  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 228  

移 転 価 格 税 制 調 整 金 2,652 2,880 

特 別 損 失   

災 害 損 失 3,938  

減 損 損 失 306  

固 定 資 産 処 分 損 607  

そ の 他 174 5,025 

税 引 前 当 期 純 利 益  8,461 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 978  

過 年 度 法 人 税 等 △1,692  

法 人 税 等 調 整 額 185 △529 

当 期 純 利 益  8,990 
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個別注記表 

 

継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  
 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

(2) デリバティブの評価基準 

デリバティブ 時価法 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法） 

 貯蔵品 移動平均法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

   

(2) 無形固定資産 定額法（自社利用ソフトウエアの耐用年数については、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。） 

   

(3) リース資産  

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金  

 
 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

(2) 賞与引当金 

 
 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌事業年度の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。 
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(3) 役員賞与引当金 

 
 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、役員賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。 

  
  

(4) 退職給付引当金 

 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（４年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（４年）による定額法によ

り費用処理することとしております。 

 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 
 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建金銭債権・債務 

金利スワップ  借入金利息 

   
 

③ ヘッジ方針 

 当社は、外貨建金銭債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を、将来の市

場金利変動リスクの回避または金利負担の低減を図る目的で金利スワップ取引を行っております。 

 当社は、デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的のデリバティブ取引は行

わないものとしております。 

  
 

(2) 消費税等の会計処理 
 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 

5. 会計方針の変更等 

  (追加情報) 

   「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28 日）を

当事業年度から適用しております。   
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貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。 

  

2. 債務保証（保証予約含む） 在外子会社 銀行信用状 14 百万円 

      

  従業員の住宅購入資金借入  250 百万円 

  

3. 関係会社に対する短期金銭債権 6,431 百万円 

 関係会社に対する短期金銭債務 3,934 百万円 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 売上高 18,161 百万円 

  営業費用 16,261 百万円 

  営業取引以外の取引高 4,085 百万円 
 
 

株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当事業年度末日における発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

 普通株式数 97,374,553 株 

 

2. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 (1)配当金の支払額 

 

 (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   2017 年 6 月 22 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

(百万円)

1 株当た

り配当額

(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成 28 年 6月 21 日

定時株主総会 
普通株式 974 10 平成 28 年 3月 31 日 平成 28 年 6月 22 日 利益剰余金

決議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

(百万円) 
基準日 効力発生日 配当の原資

平成 29 年 6月 22 日

定時株主総会(予定) 
普通株式 2,836 平成 29 年 3月 31 日 平成 29 年 6月 23 日 利益剰余金
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税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 1,563 百万円 

 賞与引当金 387 百万円 

 試作費用 233 百万円 

 固定資産減損損失 244 百万円 

 未払事業税 103 百万円 

 その他 419 百万円 

 繰延税金資産小計 2,949 百万円 

 評価性引当額 △131 百万円 

 繰延税金資産合計 2,818 百万円 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △306 百万円 

 固定資産圧縮積立金 △150 百万円 

 その他 △41 百万円 

 繰延税金負債合計 △497 百万円 

 繰延税金資産の純額 2,321 百万円 
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金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、主に有機化学工業製品の製造販売事業を行うための投融資計画に照らして、必要な資金を

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行

借入や三菱ケミカルホールディングスグループからの借入により調達しております。なお、グループ

としての資金の効率的な活用と金融費用の削減を目的として、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・

システム）を導入しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。  

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては「取引に関する与信関係規則」に従い、主な取引先の信用状況を一定期間ごとに把握する体制と

しております。また、グローバルな事業展開から生じる外貨建営業債権は、為替の変動リスクに晒さ

れておりますが、先物為替予約を利用して為替変動リスクをヘッジしております。 

 投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の

株式であり、定期的に把握した時価を経営会議に報告しております。 

 営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には原料等の輸入に伴

う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同一通貨建ての売掛金

残高の範囲内にあります。 

 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係

る資金調達であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております

が、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用して金利変動リスクをヘッジしております。 

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利

スワップ取引であります。これらのデリバティブ取引については、「外国為替管理規程」及び「市場

リスク管理規程」に基づき実施しており、市場リスクに係る状況については、必要に応じ経営会議に

報告しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません。 

((注２)参照） 

 

（単位：百万円）    

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 3,873 3,873 － 

(2) 受取手形 1,499 1,499 － 

(3) 売掛金 15,691 15,691 － 

(4) 投資有価証券 1,663 1,663 － 

資産計 22,727 22,727 － 

(1) 買掛金 7,598 7,598 － 

(2) 短期借入金 1,033 1,033 － 

負債計 8,631 8,631 － 

デリバティブ取引（※） 7 7 － 

 ※デリバティブ取引は、債権・債務を差し引いた合計を表示しております。 
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 (注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び(3)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、その他有価証券の貸借対

照表計上額と取得価額との差額は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株式 575 1,582 1,007 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
株式 86 82 △5 

合計 661 1,663 1,002 

 

 負債 

(1)買掛金及び(2) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

デリバティブ取引 

(1) ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

   通貨関連 

（単位：百万円） 

 種類 契約額等 
契約額等のうち

１年超 
時価 評価損益 

市場取引 

以外の取引 

為替予約取引    

 売建    

  米ドル 206 － 3 3 

  ユーロ 384 － 5 5 

合計 590 － 7 7 

(注) 時価の算定方法：取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 
  

(2) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

  ① 通貨関連 

      該当事項はありません。 

  ② 金利関連 

   該当事項はありません。 
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(注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

   （単位：百万円）   

 貸借対照表計上額 

非上場株式 65 

関係会社株式 16,404 

関係会社出資金 72 

上記については、市場価額がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には

含まれておりません。 

  

(注３)  金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 

預金 3,871 

受取手形 1,499 

売掛金 15,691 

合計 21,061 

 

賃貸等不動産に関する注記 

  重要性が乏しいため、記載しておりません。   
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関連当事者との取引に関する注記 

1.親会社及び法人主要株主等 

   （単位：百万円）  

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
被所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高

親会社 
三菱化学㈱ 

(注 1) 

被所有 
直接 95.0％ 
間接 5.0％ 

製品の購入 
役員の兼任 

原材料の購入(注 2,3) 6,811 買掛金 1,241 

（注１）平成 29 年４月１日付けで三菱化学㈱は、三菱樹脂㈱及び三菱レイヨン㈱と統合し三菱ケミカル㈱と 
なっております。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注２)  原材料の購入については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

(注３) 取引金額に消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。 

  

2. 子会社及び関連会社等 

  （単位：百万円） 

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高

子会社 
NIPPON GOHSEI

UK Ltd. 
所有 
直接 100.0％ 

製品の販売等 
債務保証 
役員の兼任 
 

製品の販売等(注 1,3）
債務保証 
配当金の受取 
移転価格税制調整金 

2,277 
1,415 
1,160 
1,028 

売掛金 
― 
 
 

702
―

子会社 NOLTEX L.L.C.
所有 
間接 100.0％ 

製品の購入等 
製品の販売 
役員の兼任 

製品の購入(注 2,3) 
製品の販売（注 1,3）
移転価格税制調整金 

2,111 
1,632 
1,624 

買掛金 
売掛金 

789
596

子会社 大成化薬㈱ 
所有 
直接 84.3％ 
間接 15.7％ 

製品の販売 
製品の購入 
役員の兼任 

製品の販売(注 1,3) 
製品の購入(注 2,3) 
原材料の購入(注 2,3)

8,556 
576 
989 

売掛金 
買掛金 

 

2,496
535

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)  製品の販売については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

(注２)  製品・原料品の購入については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

(注３) 大成化薬㈱の期末残高以外には消費税等を含めておりません。 

 

3. 兄弟会社等 

       （単位：百万円） 

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高

親会社の
子会社 

三菱化学エ
ンジニアリ
ング㈱ 

― 工事発注 
設備工事の発注 

(注 1,2)
1,133 

買掛金 
未払金 

199
275

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）工事の発注については、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で、決定しております。 

 (注２) 取引金額には消費税等は含めず、期末残高には消費税等を含めております。 
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１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 752 円 81 銭  
 

１株当たり当期純利益 92 円 32 銭  

 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

その他の注記 

  金額の端数処理    百万円未満を四捨五入して表示しております。 


